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気候変動の影響を踏まえた計画変更の視点

「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」提言（令和2年7月）を踏まえ、海岸保全を過
去のデータに基づきつつ、気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換するため
に、令和2年11月20日に海岸保全基本方針が変更された。

変更された海岸保全基本方針では、特に、気候変動の影響による平均海面水位の上昇な
どの外力の長期変化への対応、今後とも防護の必要な海岸においては、防護のみならず
環境や利用の面からも優れた面的防護方式による整備を推進することが示されている。

海岸保全基本方針の変更を踏まえ、現行の海岸保全基本計画の変更に際しては下記の視
点に留意して変更案を作成することとする。

視点①：海岸保全基本方針の変更内容に基づき、特に外力の設定等においては気候変動
による影響を考慮することが必要であることを明示

視点②：外力の設定等においては、現時点での最新の知見を基にした気候変動シナリオ
（2℃上昇シナリオ）に基づいたものであることを明示

視点③：将来の外力については2100年時点を想定した設定であることを明示するととも
に、今後整備予定の海岸においては、供用期間中の外力変化を考慮した適応策
を進めることが必要であることを明示

視点④：気候変動の予測には不確実性が伴うとされていることから、外力変化の状況や
最新の予測結果に対して、適宜、防護水準等の見直しを図ることが必要である
ことを明示
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１. 紀州灘沿岸海岸保全基本計画の変更について



紀州灘沿岸は地球環境の視点からも守るべき海岸としての認識を高め、現在の自然環境の維持やサン
ゴ礁の保護といった環境面での配慮を行いながら、古代より各地から絶えず集まり交わる人と歴史・
文化により育まれた故郷を、台風や津波等による災害から守ることを基本とし、未来へと継承してい
くための21世紀の海岸づくりを目指す。

3

現行の海岸保全基本計画の基本理念の概要

出典：国土地理院地図に加筆

【老朽化対策事業】
〇排水機場
和歌山下津港海岸

海南港・方地区（海南市）

【老朽化対策事業】
〇護岸
和歌山下津港海岸

有田港地区（有田市）

【老朽化対策事業】
〇護岸・水門
湯浅広港海岸

湯浅地区（湯浅町）

【高潮対策事業】
〇離岸堤
日高港海岸

浜ノ瀬地区（美浜町）

【高潮対策事業】
〇護岸
文里港海岸

文里地区（田辺市）
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紀州灘沿岸海岸保全基本計画の目次構成(1)

第Ⅰ編は海岸保全に関する基本理念、
基本方針、施策等について、基本的な
事項を記載

気候変動等に対応した内容に変更

【目次】

海岸法の改正と海岸保全基本方針の概要

海岸保全基本計画の構成

第Ⅰ編 海岸の保全に関する基本的な事項

１．海岸の現況及び保全の方向に関する事項

１－１ 紀州灘沿岸の概要

１－２ 自然的特性

１－３ 社会的特性

１－４ 海岸災害と防災・減災

１－５ 長期的な課題

１－６ 基本理念

１－７ 基本方針

１－８ 施策展開に向けての流れ

２．海岸の防護に関する事項

２－１ 海岸の防護の目標

２－２ 防護の目標を達成するための施策

３．海岸環境の整備及び保全に関する事項

３－１ 海岸環境の整備及び保全のための施策

４．海岸における公衆の適正な利用に関する事項

４－１ 公衆の適正な利用を促進するための施策

５．ゾーン設定

５－１ ゾーニング

５－２ ゾーン毎の基本方針

現行の基本計画は、第Ⅰ編～第Ⅲ編の目次構成となっており、第Ⅰ編は海岸保全に関する基本理念、
基本方針、施策等について、基本的な事項を記載している。
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紀州灘沿岸海岸保全基本計画の目次構成(2)

第Ⅱ編 海岸保全施設の整備に関する基本的な事項

１．海岸保全施設の新設又は改良に関する事項

１－１ 海岸保全施設を新設又は改良しようとする区域

１－２ 海岸保全施設の種類、規模及び配置

１－３ 海岸保全施設による受益の地域及びその状況

２．海岸保全施設の維持又は修繕に関する事項

２－１ 海岸保全施設の存する区域

２－２ 海岸保全施設の種類、規模及び配置等

２－３ 海岸保全施設の維持又は修繕の方法

第Ⅲ編 今後の取り組み方針

第Ⅱ編は海岸事業で対応する施設整備として、
海岸管理者が実施を予定している整備の内容と
整備を進める際の基本的な事項を記載

防護水準の見直しに伴う整備内容の変更

気候変動を踏まえた取り組み方針の追記

第Ⅱ編は海岸事業で対応する施設整備として、海岸管理者が実施を予定している整備の内容と整備
を進める際の基本的な事項を記載している。

第Ⅲ編は今後の取り組み方針を記載している。



「第Ⅰ編 ２．海岸の防護に関する事項」のうち、「２－１ 海岸の防護の目標」に関する変更内容の概要を
以下に示す。項目として「防護の目標に関する前提条件（気候変動の影響への対応）」を新たに追加する。
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海岸保全基本計画の変更内容の概要(1)

備考今回変更予定現行計画項目

防護の目標に
関する前提条
件を記載

• 海岸保全基本方針に基づき、気候変動の影響による
外力の長期変化等への対応が必要となったことを記
載

• 2100年時点を想定年次とした防護水準への対応が必
要となることを記載

• 気候変動の影響に関する最新の知見を継続的に共有
し、対策に最新の知見を見込むことが必要となるこ
となどを記載

－

防
護
の
目
標

• 気候変動の影響を考慮し、被害の発生が想定され
る地域とすることを記載

■ 防護すべき地域
• 海岸保全施設が整備されない場合に、海岸背後の
家屋や土地に対して被害の発生が想定される地域

• 気候変動の影響を考慮し、平均海面水位の上昇を
考慮した将来の朔望平均満潮位(H.W.L)と気候変動
の影響を考慮した将来の80年確率潮位偏差を加え
た設計高潮位に、将来の波浪の影響を加えること
を記載

■ 高潮や越波等に対する防護水準
• 過去に発生した高潮の記録に基づく計画高潮位に、
適切に推算した波浪の影響を加える

• 将来の津波水位の設定にあたっては、気候変動の
影響による平均海面水位の上昇を考慮することを
記載

■ 津波に対する防護水準
• 東海・東南海・南海3連動地震による津波に対して
防護することを目標

海岸保全基
本方針を基
に追記

• 気候変動の影響を考慮することを記載■ 侵食に対する防護水準
• 現状の汀線を保全・維持することを基本的な目標
とする。侵食が著しく背後地に被害が生じる可能
性が高い場合や、砂浜による消波機能を考慮した
面的防護を必要とする場合は、必要に応じて汀線
の回復を図る
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海岸保全基本計画の変更内容の概要(2)

備考今回変更予定現行計画項目

• 気候変動の影響を考慮し、新たに対応が必要となる
項目に対しては、気候変動を踏まえた施策を記載

■ 地域を守る安全な海岸の整備
• 海岸保全施設の新設や改良などによる防災機能の
向上

• 津波避難困難地域の解消のため、また、地域の経
済被害を抑え早期の復旧復興のためのソフト、
ハードの連携した対策の実施

• 海岸保全施設の日常的な点検や維持管理等を継続
的かつ適切に実施

• 自然海岸の保全・維持、土砂収支の把握や適切な
土砂管理による砂浜の維持・復元

防
護
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
施
策

－

■ 地域住民と一体となった防災対策
• 地域住民の防災意識の向上および防災知識の普及、
ハザードマップ、適切な緊急連絡体制や避難誘導
体制の確立、避難経路・避難場所の調整・確保、
災害発生時の対応方法のマニュアル作成、情報伝
達システムの確立等、行政と地域住民等が一体と
なった防災対策への取り組み

「第Ⅰ編 ２．海岸の防護に関する事項」のうち、「２－２ 防護の目標を達成するための施策」に関する変
更内容の概要を以下に示す。
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２. 熊野灘沿岸海岸保全基本計画の変更について



〇堤防
那智勝浦海岸

天満・下里地区（那智勝浦町）

海岸は、国土狭あいな我が国にあって、その背後に多くの人口・資産が集中している空間であるとともに、海と
陸が接し多様な生物が相互に関係しながら生息・生育している貴重な空間である。また、様々な利用の要請が
ある一方、人為的な諸活動によって影響を受けやすい空間である。さらに、このような特性を持つ海岸におい
て、安全で活力ある地域社会を実現し、環境意識の高まりや心の豊かさへの要求にも対応する海岸づくりが
求められている。 これらのことから、国民共有の財産として「美しく、安全で、いきいきした海岸」を次世代へ継
承していくことを、今後の海岸の保全のための基本的な理念とする。

9

現行の海岸保全基本計画の基本理念の概要

出典：国土地理院地図に加筆
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熊野灘沿岸海岸保全基本計画の目次構成

気候変動等に対応した内容の変更

【目次】

第Ⅰ編 海岸の保全に関する基本的な事項

１．熊野灘沿岸海岸保全基本計画の概要

１－１ 目的

１－２ 海岸保全基本方針の基本的理念

１－３ 基本計画の変更にあたって

１－４ 対象範囲

２．海岸の保全に関する基本的な事項

２－１ 海岸の概要

２－２ 海岸の現況と課題

２－３ 海岸の保全の方向に関する事項

２－４ 海岸の防護に関する事項

２－５ 海岸環境の整備及び保全に関する事項

２－６ 海岸における公衆の適正な利用に関する事項

２－７ 施策の実施に向けた役割分担

２－８ ゾーンの設定

２－９ 各海岸の整備の方向性

第Ⅲ編 海岸保全施設の整備に関する基本的な事項

４．海岸保全施設の整備に関する基本的な事項

４－１ 海岸保全施設の新設又は改良に関する基本的な事項

４－２ 海岸保全施設の維持又は修繕に関する基本的な事項

４－３ 海岸保全施設の施設概要及び受益の地域とその状況

現行の熊野灘沿岸海岸保全基本計画は、第Ⅰ編～第Ⅲ編の目次構成となっており、第Ⅰ編は海岸保全に
関する基本理念、基本方針、施策等について、基本的な事項を記載している。

第Ⅲ編は海岸事業で対応する施設整備として、海岸管理者が実施を予定している整備の内容と整備を進
める際の基本的事項を記載している。なお、第Ⅱ編は三重県側の内容となっている

第Ⅰ編は海岸保全に関する基本理念、基本方
針、施策等について、基本的な事項を記載

第Ⅲ編は海岸事業で対応する施設整備として、
海岸管理者が実施を予定している整備の内容
と整備を進める際の基本的な事項を記載

防護水準の見直しに伴う整備内容の変更



「第Ⅰ編 ２．海岸の保全に関する基本的な事項」のうち、「２－４ 海岸の防護に関する事項」の「２－４－
１ 海岸の防護の目標」について、変更内容の概要を以下に示す。項目として「防護の目標に関する前提
条件（気候変動の影響への対応）」を新たに追加する。
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海岸保全基本計画の変更内容の概要(1)

備考今回変更予定現行計画項目

防護の目標に
関する前提条
件を記載

• 海岸保全基本方針に基づき、気候変動の影響による
外力の長期変化等への対応が必要となったことを記
載

• 2100年時点を想定年次とした防護水準への対応が必
要となることを記載

• 気候変動の影響に関する最新の知見を継続的に共有
し、対策に最新の知見を見込むことが必要となるこ
となどを記載

－

防
護
の
目
標

• 気候変動の影響を考慮し、被害の発生が想定され
る地域とすることを記載

■ 防護すべき地域
• 海岸保全施設が整備されない場合に、海岸背後の
人命や財産に対して被害の発生が想定される地域

• 気候変動の影響を考慮し、平均海面水位の上昇を
考慮した将来の朔望平均満潮位(H.W.L)と気候変動
の影響を考慮した将来の80年確率潮位偏差を加え
た設計高潮位に、将来の波浪の影響を加えること
を記載

■ 高潮・高波に対する防護目標
• 過去に発生した高潮の記録に基づく計画高潮位に、
適切に推算した波浪の影響を加える

海岸保全基
本方針を基
に追記

• 気候変動の影響を考慮することを記載■ 侵食に対する防護水準
• 現状の汀線を維持すること、侵食の状況や環境、
利用の状況から目的に応じて回復することを目標

• 将来の津波水位の設定にあたっては、気候変動の
影響による平均海面水位の上昇を考慮することを
記載

■ 津波に対する防護水準
• 東海・東南海・南海3連動地震による津波に対して
防護することを目標
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海岸保全基本計画の変更内容の概要(2)

備考今回変更予定現行計画項目

• 気候変動の影響を考慮し、新たに対応が必要となる
項目に対しては、気候変動を踏まえた施策を記載

■ 高潮・高波に対する施策
• 継続的な波浪観測等により高潮・高波外力の変化
を監視

• 関係機関と連携し一体的・計画的に海岸保全施設
を整備

• 砂浜や岩礁等の自然地形を活用した防護機能を確
保

• 沖合消波施設（離岸堤、人工リーフ等）と必要に
応じ養浜を組み合わせた海岸保全施設の整備

防
護
の
課
題
を
解
決
し
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
施
策

• 気候変動の影響を考慮し、新たに対応が必要とな
る項目に対しては、気候変動を踏まえた施策を記
載

■ 侵食に対する施策
• 海岸環境や海岸利用にも考慮した侵食対策施設
（離岸堤、人工リーフ、ヘッドランド等）の整備

• 関係機関と連携した一体的・計画的な砂浜の保全
と回復

• 気候変動の影響により将来の津波水位が変化する
可能性が高いことから、将来変化を考慮した適応
策の検討が必要となる可能性が生じることを記載

■ 津波に対する施策
• 減災効果を目指し、施設の効果を粘り強く発揮す
るための構造上の工夫

「第Ⅰ編 ２．海岸の保全に関する基本的な事項」のうち、「２－４ 海岸の防護に関する事項」の「２－４－
２ 防護の課題を解決し目標を達成するための施策」について、変更内容の概要を以下に示す。


